
議案第 号 

  平成   年度鳥取県一般会計補正予算 

 平成２７年度鳥取県の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２，１２４，４８２千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３７１，９７７，８６６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加及び変更は、「第３表債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表地方債補正」による。

  平成２８年２月５日提出

鳥取県知事  平  井  伸  治

１  

２ ７  
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第１表　歳入歳出予算補正

　 歳　　　入

補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

７ 分担金及び負担金 511,435 127,325 638,760 

１ 分 担 金 83,761 64,443 148,204 

２ 負 担 金 427,674 62,882 490,556 

９ 国 庫 支 出 金 47,096,974 7,150,226 54,247,200 

１ 国 庫 負 担 金 14,538,393 468,788 15,007,181 

２ 国 庫 補 助 金 31,203,434 6,670,934 37,874,368 

３ 委 託 金 1,355,147 10,504 1,365,651 

12 繰 入 金 19,062,347 65,449 19,127,796 

２ 基 金 繰 入 金 18,990,384 65,449 19,055,833 

13 繰 越 金 5,876,706 2,396,482 8,273,188 

１ 繰 越 金 5,876,706 2,396,482 8,273,188 

14 諸 収 入 13,083,464 39,000 13,122,464 

５ 受 託 事 業 収 入 6,408,658 39,000 6,447,658 

15 県 債 44,300,000 2,346,000 46,646,000 

１ 県 債 44,300,000 2,346,000 46,646,000 

359,853,384 12,124,482 371,977,866 

款 項

歳　　入　　合　　計
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　 歳　　　出

補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

２ 総 務 費 27,558,445 428,596 27,987,041 

１ 総 務 管 理 費 12,618,783 3,300 12,622,083 

２ 企 画 費 7,994,920 356,570 8,351,490 

４ 市 町 村 振 興 費 1,221,403 68,726 1,290,129 

３ 民 生 費 45,298,779 1,734,973 47,033,752 

１ 社 会 福 祉 費 34,032,292 1,084,700 35,116,992 

２ 児 童 福 祉 費 10,494,913 650,273 11,145,186 

４ 衛 生 費 15,565,910 16,395 15,582,305 

１ 公 衆 衛 生 費 3,450,645 16,395 3,467,040 

５ 労 働 費 3,195,941 56,000 3,251,941 

１ 労 政 費 2,263,764 56,000 2,319,764 

６ 農 林 水 産 業 費 24,038,691 4,609,582 28,648,273 

１ 農 業 費 6,666,627 496,320 7,162,947 

２ 畜 産 業 費 1,522,348 1,161,242 2,683,590 

３ 農 地 費 6,795,026 525,910 7,320,936 

４ 林 業 費 6,838,096 1,441,160 8,279,256 

５ 水 産 業 費 2,216,594 984,950 3,201,544 

７ 商 工 費 14,347,177 1,976,124 16,323,301 

１ 商 業 費 3,379,943 69,879 3,449,822 

２ 工 鉱 業 費 9,348,352 1,597,740 10,946,092 

款 項
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補正前の額 補　正　額 計

千円  千円  千円  

３ 観 光 費 1,618,882 308,505 1,927,387 

８ 土 木 費 49,308,479 3,130,244 52,438,723 

１ 土 木 管 理 費 1,322,950 2,000 1,324,950 

２ 道路橋りょう費 26,827,580 2,595,584 29,423,164 

３ 河 川 海 岸 費 12,003,232 503,860 12,507,092 

４ 港 湾 費 3,798,936 28,800 3,827,736 

10 教 育 費 73,365,939 172,568 73,538,507 

１ 教 育 総 務 費 11,161,008 35,354 11,196,362 

５ 特別支援学校費 6,414,068 137,214 6,551,282 

359,853,384 12,124,482 371,977,866 

款 項

歳　　出　　合　　計
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第２表　繰越明許費補正

　 追　　　加

金　　　額

千円  

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 鳥取地方創生発信事業費 3,300 

２ 企 画 費
地 域 に お け る 女 性 活 躍
推 進 事 業 費

20,000 

地 域 経 済 分 析 シ ス テ ム
（ＲＥＳＡＳ）利用促進事業費

15,000 

交流サロン活動等支援事業費 8,000 

鳥取県自治体情報セキュリティ
ク ラ ウ ド 整 備 事 業 費

227,900 

空 の 駅 推 進 事 業 費 41,830 

公共交通施設多言語化事業費 25,900 

グラウンド・ゴルフの聖地化等
生涯スポーツ創生事業費

6,000 

４ 市 町 村 振 興 費 とっとり移住大作戦事業費 44,891 

移住定住情報発信強化事業費 17,023 

他県連携による移住定住促進
情 報 発 信 事 業 費

6,812 

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費
「子どもの居場所づくり 」
推 進 モ デ ル 事 業 費

4,334 

介 護 福 祉 士 等 修 学 資 金
貸 付 事 業 費

149,780 

鳥取県地域医療介護総合確保
基金造成事業費（介護分野）

692,633 

人 生 充 実 応 援 事 業 費 13,479 

ご当地体操で 「目指せ！
体力年齢の若返り」事業費

1,229 

消 費 者 行 政 推 進 事 業 費 19,821 

鳥 取 県 社 会 福 祉 施 設 等
施 設 整 備 費

191,424 

款 項 事　　業　　名
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金　　　額

千円  

２ 児 童 福 祉 費 小規模保育設置促進事業費 14,861 

保育士確保対策支援事業費 64,260 

地 域 少 子 化 対 策
重 点 推 進 交 付 金 事 業 費

67,145 

低所得者向けに結婚に伴う
新生活の支援を行う市町村
支 援 事 業 費

6,750 

児 童 養 護 施 設 退 所 者 等
自立支援資金貸付事業費

59,057 

児 童 養 護 施 設 小 規 模
グループケア整備事業費

82,924 

ひとり親家庭高等職業訓練
促 進 資 金 貸 付 事 業 費

56,394 

４ 衛 生 費 １ 公 衆 衛 生 費
み ん な で 取 り 組 む
「 まち の 保 健室 」 事 業 費

12,570 

５ 労 働 費 １ 労 政 費
とっとりプロフェッショナル
人 材 確 保 事 業 費

56,000 

６ 農 林 水 産 業 費 １ 農 業 費
担 い 手 確 保 ・ 経 営 強 化
支 援 事 業 費

7,500 

中 山 間 地 域 を 支 え る
水 田 農 業 支 援 事 業 費

18,000 

と っ と り 農 林 水 産
人材育成システム推進事業費

6,217 

元気な鳥取県農林水産業
推 進 事 業 費

8,773 

「食のみやこ鳥取県」輸出促進
活 動 支 援 事 業 費

42,742 

６ 次 産 業 化 商 品 の
「 売れ る 化 」 支 援 事 業 費

5,572 

鳥取型低コストハウスによる
施 設 園 芸 等 推 進 事 業 費

252,387 

「 新 甘 泉 」 生 産 拡 大
特 別 対 策 事 業 費

2,340 

産地パワーアップ事業費 63,043 

戦略的スーパー園芸団地
整 備 事 業 費

36,022 

薬 用 作 物 等
生 産 振 興 対 策 事 業 費

7,240 

鳥 取 県 産 き ぬ む す め
ブランド化戦略推進事業費

7,484 

２ 畜 産 業 費
畜 産 ク ラ ス タ ー 施 設
整 備 事 業 費 （ 肉 用 牛 ）

57,469 

款 項 事　　業　　名
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金　　　額

千円  

和牛改良・増頭対策事業費 28,854 

和 牛 受 精 卵 ・ 放 牧 拡 大
支 援 事 業 費

8,380 

鳥取の 牛肉ブ ラ ン ド 強 化
対 策 事 業 費

9,718 

畜 産 ク ラ ス タ ー 施 設
整 備 事 業 費 （ 酪 農 ）

923,941 

乳 用 牛 増 頭 支 援 事 業 費 9,067 

緊急生乳増産奨励事業費 7,920 

畜 産 ク ラ ス タ ー 施 設
整 備 事 業 費 （ 養 豚 ）

11,300 

畜 産 試 験 場 家 畜 防 疫
体 制 強 化 事 業 費

63,514 

畜 産 試 験 場 試 験 研 究 費 41,079 

３ 農 地 費 県営畑地帯総合整備事業費 330,000 

県 営 農 業 水 利 施 設
保 全 合 理 化 事 業 費

105,000 

県営特定農業用管水路等
特 別 対 策 事 業 費

46,910 

県 営 地 域 た め 池
総 合 整 備 事 業 費

44,000 

４ 林 業 費
合 板 ・ 製 材 生 産 性
強 化 対 策 事 業 費

750,600 

きのこ王国とっとり推進事業費
（ 「 鳥 取 茸 王 」 緊 急 生 産
拡 大 支 援 事 業 ）

51,230 

とっとり環境の森づくり事業費
（ 造 林 費 ）

50,588 

造 林 事 業 費 434,548 

治 山 事 業 費
（ 県 土 （ 国 経 済 対 策 ） )

91,000 

補 助 事 務 費
（治山費 （国経済対策 ） ）

4,550 

ニホンジカ捕獲強化体制
推 進 事 業 費

58,644 

５ 水 産 業 費 燃油補給施設整備事業費 56,150 

漁業指導監督用海岸局の
通 信 機 器 整 備 事 業 費

43,800 

款 項 事　　業　　名
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金　　　額

千円  

特定漁港漁場整備事業費
（ 国 経 済 対 策 ）

300,000 

補 助 事 務 費
(漁港建設費（国経済対策））

15,000 

７ 商 工 費 １ 商 業 費
海 外 展 開 サ ポ ー ト 体 制
強 化 事 業 費

54,664 

競 争 力 の あ る 物 流 機 能
構 築 支 援 事 業 費

5,100 

２ 工 鉱 業 費 学生等県内就職加速化事業費 32,550 

と っ と り 発 医 療 機 器
開 発 支 援 事 業 費

20,320 

フ ー ド ビ ジ ネ ス
拡 大 支 援 事 業 費

93,000 

３ 観 光 費
山 陰 Ｄ Ｍ Ｏ 「 山 陰 観 光
推 進 機 構 （ 仮 称 ） 」
設 立 ・ 運 営 事 業 費

72,000 

外国人個人旅行者（ＦＩＴ）対応
鳥 取 モ デ ル 創 造 事 業 費

24,438 

国 際 リ ゾ ー ト 鳥 取 加 速 化
環 境 整 備 事 業 費

15,000 

海 外 新 規 重 点 市 場
メディアプロモーション事業費

24,780 

外国人観光客誘致推進事業費 23,000 

ま ん が 王 国 と っ と り
妖 怪 パ ワ ー 発 進 事 業 費

36,000 

ま ん が 王 国 ・ 鳥 取 に
コ ナ ン か い 事 業 費

31,104 

伯耆国「大山開山１３００年祭」
（ 仮 称 ） 推 進 事 業 費

9,037 

山 陰 海 岸 ユ ネ ス コ
世界ジオパーク創生事業費

73,146 

８ 土 木 費 １ 土 木 管 理 費
空き家等利活用のための
リノベーションコーディネート
機 能 強 化 事 業 費

2,000 

２ 道路橋りょう費 橋 梁 調 査 費 18,800 

防災・安全交付金事業費
（ 道 路 橋 り ょ う 維 持 費
（ 国 経 済 対 策 ） ）

298,240 

補 助 事 務 費
（ 道 路 橋 り ょ う 維 持 費
（ 国 経 済 対 策 ） )

14,911 

地域高規格道路整備事業費
（ 国 経 済 対 策 ）

1,720,000 

項 事　　業　　名款
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金　　　額

千円  

防災・安全交付金事業費
（道路橋りょう新設改良費
（ 国 経 済 対 策 ） ）

317,348 

補 助 事 務 費
（道路橋りょう新設改良費
（ 国 経 済 対 策 ） ）

87,617 

直 轄 道 路 事 業 費 負 担 金
（ 国 経 済 対 策 ）

138,668 

３ 河 川 海 岸 費
防災・安全交付金事業費
（情報基盤整備（国経済対策））

38,000 

補 助 事 務 費
（河川総務費（国経済対策））

1,900 

防災・安全交付金事業費
（通常砂防事業（国経済対策））

376,000 

補 助 事 務 費
（砂防費 （国経済対策 ） ）

18,800 

４ 港 湾 費
日本海側国内ＲＯＲＯ船
定 期 航 路 化 推 進 事 業 費

28,800 

10 教 育 費 １ 教 育 総 務 費
「 地 域 未 来 塾 」 に 係 る
Ｉ Ｃ Ｔ機器等の整備事業費

23,850 

教 育 支 援 セ ン タ ー 等
設 置 促 進 支 援 事 業 費

5,067 

とっとり農林水産人材育成
シ ス テ ム 推 進 事 業 費

6,437 

５ 特別支援学校費
特 別 支 援 学 校 エ ア コ ン
整 備 事 業 費

137,214 

9,657,690 

款 項 事　　業　　名

計

― 9 ―



変　　　更

補 正 前 補 正 後

千円  千円  

６ 農林水産業費 ５ 水 産 業 費 184,000 754,000 

184,000 754,000 

款 項 事　　業　　名

金　　　額

特定漁港漁場整備事業費

計
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第３表　債務負担行為補正

　　　追　　　加

千円  

県営特定農業用管水路等特別対策
（ 福 部 地 区 ） 工 事

平成２８年度 ５０,０００ 

県 営 地 域 た め 池 総 合 整 備
（ 因 幡 白 兎 地 区 ） 工 事

平成２８年度 ５０,０００ 

県 営 地 域 た め 池 総 合 整 備
（ 三 谷 地 区 ） 工 事

平成２８年度 ４６,０００ 

県 営 地 域 た め 池 総 合 整 備
（ 私 都 地 区 ） 工 事

平成２８年度 １４,０００ 

塩見川河川改修（国道橋）工事 平成２８年度 ６６,０００ 

長 柄 地 区 復 旧 治 山 工 事 平成２８年度 ３５,０００ 

竹 市 ２ 地 区 復 旧 治 山 工 事 平成２８年度 ５２,５００ 

はわい長瀬地区防災林造成事業費 平成２８年度 ３０,０００ 

限　　　度　　　額事　　　　　項 期　　　　間
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　　　変　　　更

とっとり住まい
る支援事業補助

平成28年度 とっとり住まい
る支援事業補助

平成28年度補助金総額
462,470千円
を限度とし
て、平成27
年度に交付
決定した額
から平成27
年度に交付
した額を差
し引いた額

補助金総額
493,740千円
を限度とし
て、平成27
年度に交付
決定した額
から平成27
年度に交付
した額を差
し引いた額

補　　　　　正　　　　　後

限 度 額

補　　　　　正　　　　　前

事　　　項 期　　間 限 度 額 事　　　項 期　　間
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第４表　地方債補正

限 度 額 利率 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

計 画 調 査 費 91,000 204,000

土 地 改 良 費 163,000 273,000

農地防災事業費 153,000 180,000

造 林 費 171,000 298,000

治 山 費 417,000 463,000

漁 港 建 設 費 167,000 463,000

道路橋りょう
維 持 費

1,713,000 1,815,000

道路橋りょう
新 設 改 良 費

2,847,000 3,799,000

河 川 総 務 費 706,000 726,000

砂 防 費 2,515,000 2,721,000

特別支援学校費 198,000 311,000

直轄道路事業費 4,436,000 4,574,000

直轄河川事業費 291,000 360,000

畜 産 振 興 費 0 27,000

起債の目的

補 　　正 　　前 補　　　正　　　後

証書借入れ
又は証券発
行の方法に
より財政融
資資金その
他より借入
れするもの
とする。た
だし、事業
又は県財政
の都合によ
り起債額の

10％以内
（ た だ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当

借入年度から
１ 年 す え 置
き、じ後29年
度間に償還す
る も の と す
る。ただし、
県財政その他
の都合により
すえ置き及び
償還年限を短
縮又は延長し
て起債し、あ

起債の
方 法

償還の
方 法
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限 度 額 利率 限 度 額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

起債の目的

補 　　正 　　前 補　　　正　　　後

　ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。

全部又は一
部を翌年度
に繰り延べ
て起債する
ことができ
る。

該見直し
後 の 利

るいはすえ置
き又は償還期
間中であって
も償還年限を
短縮し、延長
し、又は繰上
償還を行い、
若しくは借換
えすることが
できるものと
する。

起債の
方 法

償還の
方 法

率）
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